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 (3) 個別指導計画は、次年度の 5 月 1 日までに引き継ぎを行うこととする。
 個別指導計画の引き継ぎにあたっては、就学前から就学への移行支援、小学校から中学校へ
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の移行支援、さらに中学校卒業と進路先の移行支援とに区分されており、それぞれの内容は次
のように示されている。
 ○就学前から就学への移行支援
  IEP（個別指導計画）の引き継ぎ
  ・ことばの教室幼児部→小学校
    学校教育課指導主事とことばの教室担当者が、該当校に出向いてことばの教室での
IEPを通しての引き継ぎ
  ・保育園、幼稚園→小学校
    幼・保・小連絡会に、学校教育課指導主事と発達支援室長が出向き、幼・保での IEP
をとおしての引き継ぎ（発達相談で対応してきた園児については、母子担当保健師が中
心に引き継ぎを行う）
 さらに、小学校から中学校への移行支援、中学校卒業と進路先の移行支援についても詳細に
示されており、乳幼児期から成人にいたるまでの個別支援計画が策定されている。
おわりに
 特別支援教育は従来の特殊教育対象児に加えて、LD児、ADHD児、高機能自閉症児など、
特殊教育の対象外であった児童生徒にも教育支援を具体化するための構想が示されている。21
世紀にふさわしい新しい教育改革であることは論を待たないが、保育分野においては統合保育
の実践からすでに多くの貴重な成果が蓄積されている。この成果は教育の分野においても多い
に生かすことができるし、生かしていかなければならない。保育と教育の連携が必要な所以で
ある。
 教育と保育の分野を別々に捉えるのではなく、すべての子どもの成長と発達を生涯にわたっ
て保障するという立場で捉えるならば、保育から教育へ移行するための連携はスムースに進め
られ、かつ十分な内容が伴っていなければならない。移行のための連携システムを実現するた
めには、時間的にも物理的にも困難な課題が多いとされているが、事例として取り上げたよう
に、自治体として計画的かつ組織的に取り組むならば決して不可能なことではない。仮に困難
な課題が存在しているとしても、障害のあるすべての子どもたちの発達を保障していくために
は克服していかなければならない。
 特殊教育から特別支援教育への移行、それは特別な支援を必要としている児童生徒への教育
サービスの拡大という積極面とは別に、制度面では現在の障害種別の特殊学校を障害種別を超
ええた特殊学校に改変していくことで、結果として教育サービスの低下を招くことも懸念され
る。それは義務教育費を中心とした教育財源が縮小の方向で見直されているという点からも危
惧されることである。当然のことながら、特別支援教育の本質が財政負担の軽減に置き換えら
れてはならない。
 また、保育の分野では障害児保育事業を行う自治体は、「障害児保育事業実施要綱」に基づ
いて一定の補助が受けられることになっている。その内容によって障害児の受け入れ補助額が
不足しているために障害幼児の受け入れが困難という現実もある。
 教育の分野においても保育の分野においても、財源問題は深刻であるが改革の名のもとに本
来受けるべき保育や教育のサービスが低下する事態を招くようでは改革の名に値しない。この
財源問題と保育・教育サービスの質に関する問題については別稿で検討したい。
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 前述のようにすでに乳幼児期から生涯にわたっての支援システムが具体化されている地域は
まだ少ない。しかし、支援システムの充実を願う思いはすべての関係者に共通しており、具体
化されていかなければならない課題である。同じ日本人でありながら生まれ育った地域によっ
て受けるべきサービスに質的な差が生じることは平等性・公平性の原則に合致しないからであ
る。
 児童福祉法に明記されている「すべての児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護されな
ければならない」や児童の権利に関する条約に明示されている「児童の最善の利益が主として
考慮されたものとする」という条文を待つまでもなく、障害のあるすべての幼児や児童は常に
最善のサービスを受ける権利があり、保育や教育に携わる者は常に最善のサービスを提供する
役割と使命があることを銘記しておきたい。
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